
はじめに

　我が国経済は引き続き緩やかに拡大しているが、自律的で力強い好循環に入ったとは言い難い。良好な企業業績や人手
不足感の強まりにもかかわらず、賃金や個人消費への波及力が十分ではなく、依然として安倍晋三政権の宿願であるデフ
レ脱却にも至っていない。
　日銀が異次元とされる大規模金融緩和を長期にわたって実施してきたにもかかわらず、2％の物価目標は再三にわたり達
成時期が延期されたうえ、目標時期の明示そのものまで取りやめてしまった。それどころか大規模緩和の副作用が顕在化
したことから、この緩和政策の一部修正を余儀なくされた。これはアベノミクスの中核となるべき成長戦略が規制改革の
後退などで力強さを欠き、金融政策に依存しすぎた結果であろう。
　国家的課題である財政健全化も後退する一方である。政府は国・地方の基礎的財政収支（プライマリーバランス＝ PB）
の黒字化目標の達成時期について、消費税率 10％への引き上げを 2019 年 10 月に再延期したことなどを理由に、2020
年度から 2025 年度へ大幅に延期した。さらに中間年度に向けた歳出増加額の抑制目標では、社会保障費などの数値設
定を避けた。また、消費税収の使途についても、これまでの年金、医療、介護、子育てという社会保障 4 経費に加え教
育無償化に対象を拡大した。これは「社会保障と税の一体改革」の理念を明らかに逸脱したものであり、財政規律を大き
く毀損することを意味しよう。改革の後退を許してはならない。
　国際経済面では、懸念されたトランプ米政権の保護主義的政策が米中通商摩擦などに発展しており、我が国にとっても
看過できないリスクとなっている。ただでさえ力強さを欠く我が国経済が変調をきたすようなことになれば、地域経済と
雇用の担い手である中小企業への影響は甚大である。いまから税制を含めた周到な活性化策が求められよう。

1．法人税関係

（1）役員給与の損金算入の拡充
①役員給与は原則損金算入とすべき

　現行制度では、役員給与の損金算入の取り扱いが限定されており、とくに報酬等の改定には厳しい制約が課せら
れている。役員給与は、本来、職務執行の対価であり、原則損金算入できるよう見直すべきである。

②同族会社も業績連動給与の損金算入を認めるべき
　経営者の経営意欲を高め、企業に活力を与える観点から、同族会社における役員の業績連動給与についても、一定
の要件のもと、損金処理を認めるべきである。

（2）公益法人課税
　公益法人課税のあり方については、民間非営利部門の活動の健全な発展を促進するという公益法人制度改革の
趣旨を踏まえ、慎重に検討を行うべきである。

○ 財政健全化は国家的課題。 
　　　目標の早期達成に向けて全力を！
○ 少子高齢化の急速な進行は不可避。
　　　社会構造変化に対応した社会保障制度の確立を！
○ 中小企業向け税制措置を拡充し、真の経済再生を！
○ 中小企業は雇用の担い手。
　　　事業承継税制の改革は地方活性化のためにも重要！

去る 9 月 20 日開催の公益財団法人全国法人会総連合の理事会において
「平成 31 年度税制改正に関する提言」が下記のとおり決議された。

　　税制改正に関する提言

平成 31 年度税制改正スローガン

税目別の具体的課題
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2．所得税関係

（1）所得税のあり方
①基幹税としての財源調達機能の回復

　所得税は重要な基幹税の一つであるが、各種控除の拡大などにより空洞化が指摘されている。基幹税としての財
源調達機能を回復するためにも、所得税は国民が能力に応じて適正に負担すべきである。

②各種控除制度の見直し
　各種控除は、社会構造変化に対応して合理的なものに見直す必要がある。とくに、人的控除については累次の改
正の影響を見極めながら、適正化を図るべきである。

③個人住民税の均等割
地方税である個人住民税の均等割についても、応益負担原則の観点から適正水準とすべきである。

（2）少子化対策
　少子化対策は、保育所の充実など本来的には国及び地方自治体が財政・行政面で総合的な施策を講じることが
肝要であり、子育て支援等の税制上の支援措置はその一環として検討すべきである。

3．相続税・贈与税関係

（1）相続税の負担率はすでに先進主要国並みであることから、これ以上の課税強化は行うべきではない。
（2）贈与税は経済の活性化に資するよう見直すべきである。

①贈与税の基礎控除を引き上げる。

4．地方税関係

（1）固定資産税の抜本的見直し
　地価は三大都市圏や地方中核都市だけでなく、全国ベースでも上昇傾向を示しており、固定資産税のさらなる負担
増が懸念されている。このため、都市計画税と合せて評価方法および課税方式を抜本的に見直すべきである。
　また、固定資産税は賦課課税方式であり、納税者自らが申告するものではないことから、制度に対する不信感も一
部見受けられる。地方自治体は、税の信頼性を高めるための努力が必要である。
①商業地等の宅地を評価するに当たっては、より収益性を考慮した評価に見直す。
②家屋の評価は、経過年数に応じた評価方法に見直す。
③償却資産については、納税者の事務負担軽減の観点から、「少額資産」の範囲を国税の中小企業の少額減価償却

資産（30 万円）にまで拡大するとともに、賦課期日を各法人の事業年度末とすること。また、将来的には廃止も検
討すべきである。

④固定資産税の免税点については、平成 3 年以降改定がなく据え置かれているため、大幅に引き上げる。
⑤国土交通省、総務省、国税庁がそれぞれの目的に応じて土地の評価を行っているが、行政の効率化の観点から評

価体制は一元化すべきである。
（2）事業所税の廃止

　市町村合併の進行により課税主体が拡大するケースも目立つ。事業所税は固定資産税と二重課税的な性格を有
することから廃止すべきである。

（3）超過課税
　住民税の超過課税は、個人ではなく主に法人を課税対象としているうえ、長期間にわたって課税を実施している自
治体も多い。課税の公平を欠く安易な課税は行うべきでない。
　なお、平成 36 年度から森林環境税の課税が開始される予定であるが、 現在、各府県で導入している森林環境等を
目的とした超過課税と二重課税 とならないよう配慮するとともに、真に必要な事業に使途を限定すべきである。

（4）法定外目的税
　法定外目的税は、税の公平性・中立性に反することのないよう配慮するとともに、税収確保のために法人企業に対
して安易な課税は行うべきではない。

5．その他

（1）配当に対する二重課税の見直し
　配当については、現行の配当控除制度で法人税と所得税の二重課税の調整が行われているものの不十分であり、
さらなる見直しが必要である。

（2）電子申告
　国税電子申告（e －Tax）の利用件数は年々拡大してきているが、さらなる促進を図る観点から、制度の一層の利
便性向上と、地方税の電子申告（eLTAX）とのシステム連携を図る必要がある。
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藤沢法人会は
e-Taxを推進しています！


